
1．はじめに

　1980 年代以降，経営戦略とマネジメント・コ
ントロール・システム（Management Control 
Systems; MCS），業績の関係についての研究が
積極的に行われた．この関係についての研究は
戦略論や組織論で進んで行われ，後れを取って
管理会計論で行われた．この研究は戦略論と管
理会計論の学際的研究であり，学問領域を超え
た広範な知見を得ることによって，管理会計研
究の本質を深く理解することに主眼がある1）．
その点，Simons の研究は広範な知見を得て，
管理会計論の立場から独自の MCS 論を構築し
たと言える．
　Simons は，この学際的研究から会計コントロー
ル・システムが戦略形成に果たす役割を明らかに
した．Simons の貢献は最新の管理会計論の教
科書に反映されているが，そこに会計コントロー
ル・システムの戦略形成への役割は明記されてい
ない2）．筆者は，この理由は Simons と異なる見
解や批判が存在するからだと考える．
　たとえば，Simons と Govindarajan は，この 
関係について同じく管理会計論の立場から研究
を行うが，両者の見解は異なる．両者はともに
この関係について不確実性を媒介として捉え
る．まず Govindarajan は，不確実性の高い環
境をもたらすような経営戦略を採用する場合に
は，業績評価として期間予算の達成を重視し

ない方が業績にプラスの効果をもたらすと実証
し，会計コントロール・システムを重視すべき
ではないと主張する．これは従来の管理会計研
究の見解と一致する3）．これに対して，Simons
は，不確実性の高い環境をもたらすような経
営戦略を採用する場合には，厳格な予算目標の
設定や実績のモニター，予測データを重視す
る方が業績にプラスの効果をもたらすと実証
し，会計コントロール・システムを重視すべき
と主張する．このように両者の見解が異なる
理由には，両者の研究デザインの違いがある．
Govindarajan は従来の管理会計研究の中で理
論を構築するが，Simons は戦略論や組織論の
影響を受けながら独自の理論を構築した4）．
　それでは，なぜ Simons と Govindarajan の研究
デザインが異なるのだろうか？そして Simons
が独自の理論を構築したことには，どのような
意味があるのだろうか？本稿では，Simons と
Govindarajan の学説比較を Simons の思考形成
の過程に遡って検討する．第 1 に，本研究と類
似した先行研究を検討する．第 2 に，Simons
の学説を取り上げる．第 3 に Govindarajan の
学説を取り上げ，両者の学説を比較する．そし
て Simons がいかに独自の研究デザインを構築
したのかを検討するため，第 4 に Simons の思
考形成に影響を与えた時代背景について，第 5
に Simons の思考形成に影響を与えた学説につ
いて検討する．最後に，結論を述べる．
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2．先行研究の検討と問題点

　まず，本研究と類似した先行研究を検討する．
ここでは，Simons と Govindarajan の経営戦略
と MCS，業績の関係についての研究を取り上
げた先行研究として，Dent と Fisher, Langfield-
Smith, Chenhall のレビュー論文を検討する．

2. 1　Dent の研究
　1990 年の Dent の研究は，戦略と組織，コン
トロールの関係に関する先行研究を概説する5）．
この研究は，管理会計論が戦略論の影響を受け
たことを強調する．
　Dent は，1987 年 の Simons の 論文 を，戦略
論における Miles and Snow の研究を会計コン
トロール・システムの属性にまで拡大したも
の と 位置付 け る．Simons は，1987 年 の 論文
で，Miles and Snow の戦略類型の 1 つである
探索型は会計コントロール・システムを重視す
る方が業績にプラスとなり，大規模の防衛型
はコスト・コントロールを重視しない方が業
績にプラスになると実証した．しかし，Dent
によれば，その実証結果は Miles and Snow や
Govindarajan をはじめとする多くの先行研究
と対立する．Dent は Simons の実証結果を次
のように解釈する．探索型が会計コントロー
ル・システムを重視する理由として，会計コン
トロールには，革新性の超過を抑止する役割
や，不確実性の高い環境下で組織学習を促す役
割，探索型の広い活動範囲において組織を統合
する役割があるとする．また，防衛型がコス
ト・コントロールを重視しない理由として，生
産や流通の効率性は，予算システムを使ったコ
スト・コントロールよりも，物理的なシステム
への直接投資ならびに品質や生産効率の性能，
在庫水準のモニタリングによって促される．防
衛型は資本集約的であり直接費の割合が少ない
ため，会計コントロールはあまり役に立たない
とする．Dent は，Simons の実証結果を支持し，
Simons の研究を戦略論とコントロール・シス

テムのデザインの接点を開拓するのに貢献した
として評価する6）．

2. 2　Fisher の研究
　1995 年の Fisher の研究は，MCS のコンティ
ン ジェン シー研究 を 概説 す る7）．コ ン ティン
ジェンシー理論では，経営環境（コンティンジェ
ント変数）によってコントロール・システムの
あり方が異なるとする．1995 年当時までには
コンティンジェンシー理論がコントロール・シ
ステムの研究の支配的な枠組の 1 つとなり，不
確実性や経営戦略，ミッション，技術，相互依
存性，企業の規模，事業ユニットの規模，多角
化，企業構造，知識などのコンティンジェント
変数と MCS の関係についての研究が数多く行
われた．そこで，Fisher は，この数ある先行
研究を統合するために，先行研究をコンティン
ジェント変数と MCS の関係性から分類した．
Fisher は，Simons と Govindarajan の 研究 を
コンティンジェンシー研究として取り上げる
が，両者の学説対立については言及しない．

2. 3　Langfield-Smith の研究
　1997 年 の Langfield-Smith の 研究 は，戦略
と MCS の関係に関する先行研究を概説する8）．
この研究は，先行研究を研究方法によってコン
ティンジェンシー研究と事例研究に分類した．
Govindarajan と 1987 年の Simons の論文をコ
ンティンジェンシー研究に分類し，1990 年の
Simons の論文を事例研究に分類した．
　Langfield-Smith によれば，コンティンジェ
ンシー研究は MCS の特定の要素と特定の戦略
の体系的な関係を調査することを目的とする．
コンティンジェンシー研究には矛盾する結果も
多く，その原因は研究デザインならびに戦略や
MCS，業績の定義や測定方法の違いにあると
す る．Langfield-Smith は，1987 年 の Simons
の論文における実証結果は多くの先行研究と
対立すると指摘する．Simons は自らの実証結
果についてほとんど説明せず，この実証結果
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についての Dent の解釈も取り上げるが，それ
は推論にすぎないと批判する．また，Simons
が実証研究の業績尺度に ROI を使うことにも
問題があり，組織の規模によって MCS の重要
性に違いがあると主張する理由も分からない
とする．これに対して，事例研究については
Simons の研究を高く評価する．事例研究は戦
略変化に影響を及ぼす MCS の役割を調査する
ことを目的とするが，Simons は MCS と戦略
変化の動態的な関係についての先駆的なモデル
を示したとする9）．

2. 4　Chenhall の研究
　2005 年の Chenhall の研究は，戦略と MCS，
業績の関係についての先行研究を概観する10）．
この研究は，先行研究を戦略内容アプローチ
と戦略プロセス・アプローチに分類した．戦
略内容アプローチは様々な環境に直面する組
織にとって最適な戦略の組合せ，つまり理想
的な戦略像を示すことにある．これに対して，
戦略プロセス・アプローチはプロセスがいか
に戦略の内容に影響を与え，内容がいかにプ
ロセスに影響を与えるのかに関心があり，2 つ
の研究アプローチは異なるとする11）．そして，
Govindarajan の研究を戦略内容アプローチに
分類し，Simons の研究を戦略プロセス・アプ
ローチに分類した．
　Chenhall が管理会計論の先行研究を戦略内
容アプローチと戦略プロセス・アプローチに分
類したことの意義は大きい．しかし，Chenhall
は Simons と Govindarajan の 個別 の 学説対立
については言及しない．

2. 5　先行研究の問題点と本稿の課題
　先行研究を検討すると，次の 2 つの点が明
らかになる．第 1 に，先行研究には Simons と
Govindarajan の学説対立について言及するも
のもあるが，あまり詳細には検討していない．
本稿では，彼らが実証した仮説の本質とは何か，
彼らが実証分析の結果くみ上げた理論とは何か

を詳細かつ明瞭に検討することで，彼らの研究
デザインの違いを明らかにする．第 2 に，先行
研究 で は Simons と Govindarajan の 学説対立
には研究デザインの違いがあり，その違いは戦
略論による影響にあると言及する．しかし，具
体的に戦略論の学説が Simons の学説にいかに
影響を与えたのかについては言及しない．本稿
では，戦略論や組織論の学説が Simons の思考
形成にいかに影響を与え，Simons が管理会計
論の立場からいかに独自の理論を構築したのか
を検討する．

3．Simons の学説

　Simons の 研究 デ ザ イ ン は，戦略論 や 組織
論の影響を受ける．ここでは，その特徴的な
1987 年と 1990 年の論文を取り上げる．

3. 1　 “Accounting Control Systems and 
Business Strategy:  An Empir ical 
Analysis” における所説

　 以下，“Accounting Control Systems and 
Business Strategy: An Empirical Analysis” と
題する Simons の 1987 年の論文の仮説と実証
結果について検討する12）．
⑴ 仮　説
　Simons は 1987 年の論文で，経営戦略によっ
て会計コントロール・システムのあり方が異な
るのか，また異なるとすればどの属性が異なる
のかについて計量経済学的な実証研究を行っ
た．まず前者については，次の帰無仮説を立
てて検証した．なお，この仮説には Miles and 
Snow の戦略類型（防衛型と探索型）を用いた．
防衛型（defender）とは比較的に安定した製品
領域で活動し，他社よりも製品ラインを制限す
ることによって，低コストや品質，サービスに
よって競争する戦略パターンである．これに対
して，探索型（prospector）とは製品ラインを
変更し，新しい製品や市場開拓によって競争す
る戦略パターンである．防衛型はあまり不確実
性の高い環境をもたらさず，探索型は不確実性
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の高い環境をもたらすとされる．また，防衛型
と探索型はそれぞれ Porter の戦略類型の低コ
スト戦略と差別化戦略に近いとされる．
　帰無仮説：MCS の属性は，探索型と防衛型
の企業では異ならない．
　もし防衛型と探索型戦略を上手く実行する
ために異なる MCS を必要とするならば，MCS
の属性と業績の相関関係は防衛型企業と探索型
企業では異なるので，この帰無仮説は棄却され
ることになる．
　この仮説は，基準変数としての戦略類型と
予測因子としての MCS の属性を使ったロジス
ティック回帰分析，ならびにそれを補足するた
めの面接調査によって検証された．調査は 38
の産業に属する 261 社のカナダ企業を対象とし
たが，最終的には 76 社がアンケート調査に同
意した．また，そのうちの 12 社の上級経営管
理者に対して面接調査を行った．サンプルの戦
略類型の分類は外部の格付専門家に委託し，そ
の結果はその企業の経営幹部によって信憑性が
確かめられた．なお，業績には調査対象の投
資利益率（ROI）の 3 年間の平均値を用いた．
MCS の属性は会計コントロールに限定し，①
厳格な予算目標を設定する程度，ならびに②外
部環境に関するデータがコントロール情報に含
まれる程度，③経営者が期間予算や業績の結果
をモニターする程度，④コスト・コントロール
が使用される程度，⑤予測データが統制報告書
に含まれる割合，⑥アウト・プットの効果の要
因に関する情報量や重視する程度，⑦統制報告
書を報告する頻度，⑧奨励報酬を予算目標の達
成度合いにもとづいて公式的に設定する程度，
⑨コントロール・システムを各ユニットの環境
やニーズに適合させる程度，⑩コントロール・
システムの柔軟性を用いた．
　さらに，企業規模も MCS のあり方に影響を
及ぼすとされるため，600 人超の従業員が在籍
するか否かでサンプルを分類した13）．

⑵ 実証結果
　結果は先の帰無仮説が棄却され，防衛型企業
と探索型企業では全体として異なる会計コント
ロール・システムを必要とすると実証された．
また，会計コントロール・システムのどの属性
が異なるのかについては，サンプル数が少ない
ために有意な結果が得られなかったが，面接
データを加えて検討したところ，表 1 の予備的
な結果を得ることができた．
　探索型戦略を採用する優良企業は，厳格な
予算目標の設定（F1）や実績のモニター（F3），
予測データ（F5）を重視するが，コスト・コン
トロール（F4）を重視しない．大規模な企業の
場合には，これに加えて統制報告書を頻繁に報
告し（F7），必要に応じて MCS を変更するこ
と（F10）が分かった．
　これに対して防衛型戦略を採用する優良企業
は，奨励報酬を予算目標の達成度合にもとづい
て公式的に決定し（F8），MCS をあまり変更し
ない（F10）．とくに大規模な企業の場合には，
MCS をあまり使用しない．実際に，大規模な
探索型企業では厳格な予算目標の設定（F1）や
実績のモニター（F3）のような MCS の属性と
業績が負の相関関係にあった．また，防衛型企
業とコスト・コントロール（F4）の関係につい
ては，あまり大きな正の相関関係が得られな
かっただけでなく，大規模な企業の場合には負
の相関関係があった．
⑶  戦略と会計コントロール・システムの属性

の違い
　この研究は，経営戦略によって会計コント
ロール・システムのあり方が異なることを実証
した．さらに，会計コントロール・システム
のいくつかの属性のあり方についての予備的な
調査を行い，従来の見解とは異なる結果を得
た．探索型企業が厳格な予算目標の設定や実績
のモニターなど会計コントロール・システム
を重視することや，大規模な防衛型企業がこ
れらの会計コントロール・システムやコスト・
コントロールを重視しないことが分かった．
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Simons は，この実証結果が得られた理由につ
いて 1987 年の論文の中では言及しないが，次
の 1991 年の論文の中で理論を構築し説明する．

3. 2　 “The Role of Management Control Systems 
in Creating Competitive Advantage: New 
Perspectives” における所説

　 以下，“The Role of Management Control 
Systems in Creating Competitive Advantage: 
New Perspectives” と題する Simons の 1990 年
の論文の仮説と実証結果について検討する14）．
⑴ 仮　説
　Simons は，戦略論や組織論の影響を受け，
MCS を戦略を形成し実行するためのものと考
え る．そ の た め，経営戦略 に よって MCS の
あり方が異なる理由についても，経営戦略が
MCS に与える影響だけでなく，MCS が経営戦
略に与える影響からも捉える必要があると考え
る．そ こ で，Simons は，戦略 と MCS の 相互
プロセスについて調査した．研究方法としては，
戦略と MCS の静態的な適合を研究するのであ
れば，従来のように計量経済学的な実証研究が

行われるが，今回は，MCS が戦略形成，実行
に影響を与える動態的なプロセスを捉えるため
に事例研究が行われた15）．
　この研究は，米国の 1 つの産業に属する 2 社
の企業（A 社と B 社とする）を対象にした 2
年間に渡る一連の実地調査によって行われた．
両社はともに 30,000 人以上の従業員がおり，
最近 10 年に渡って売上と利益で約 10% の成長
率（複利）を獲得し，売上や利益，キャッシュ・
フローの成長率でも産業平均を上回る．しかし，
両社は明らかに異なる戦略を採用する．A 社
は防衛型あるいは低コスト戦略を採用し，B 社
は探索型あるいは差別化戦略を採用する16）．
⑵ 結果と理論
　A 社と B 社の戦略ならびに MCS のあり方に
ついての事例研究の結果は，表 2 に要約される．
　表 2 のように，A 社と B 社では MCS のあり
方に違いがある．そこで，Simons は，企業間
で MCS のあり方が異なる理由，そしてこの違
いがいかに戦略と関連するのかを説明するため
に次の MCS 論を構築した（図 1 参照）．
　①企業の意図的戦略は，トップがモニターす
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表 1　ROI とコントロール・システムの相関関係

ROI を示す 
企業全体

（n ＝ 64）

探索型企業 防衛型企業

全体
（n ＝ 28）

250─600 人
（n ＝ 12）

600 人超
（n ＝ 16）

全体
（n ＝ 36）

250─600 人
（n ＝ 23）

600 人超
（n ＝ 13）

F1 　厳格な予算目標 0.35 0.47 0.59 0.43 0.25 0.37 －0.16

F2 　外部環境の調査 0.03 －0.08 －0.04 －0.11 0.10 0.13 －0.01

F3 　実績のモニター 0.08 0.23 0.30 0.11 0.06 0.21 －0.38

F4　 コスト・コントロール 0.03 －0.20 －0.07 －0.31 0.02 0.04 －0.10

F5 　予測データ 0.14 0.27 0.27 0.30 0.02 0.03 0.00

F6 　 アウト・プットの 
効果に関する目標 0.15 0.32 0.35 0.22 0.06 0.18 －0.27

F7 　報告の頻度 0.16 0.14 －0.08 0.46 0.15 0.17 0.11

F8 　公式的な奨励報酬 0.12 0.03 －0.05 0.09 0.24 0.22 0.29

F9 　 コントロール・ 
システムの適応 －0.10 －0.36 －0.44 －0.43 －0.04 －0.05 0.00

F10　 コントロール・ 
システムの柔軟性 －0.07 0.02 －0.17 0.49 －0.16 －0.11 －0.39

　出所：Simons, 1987, p. 367.
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表 2　戦略とトップの MCS の比較

A 社 B 社

■　戦略の特徴

Miles&Snow（1978）
Porter（1980）

防衛型
低コスト戦略

探索型
差別化戦略

■　トップの MCS

1.　戦略的計画の審議 時々実施される．最後の更新は 2 年前．社内で
あまり議論されない．

毎年の集中的なプロセス．経営管理者は，経営
委員会による議論のために戦略的な計画を準備
する．

2.　財務目標 トップによって設定され，組織にトップ・ダウ
ンで伝達される．

各事業ユニットによって設定され，一連の審議
と課題委員会の後に，少しずつボトム・アップ
される．

3.　予算の編成と審議

予算は，財務目標を満たすように編成される．
予算は，財務部門によって調整され，目標が達
成されることが確認されると，トップに提出さ
れる．

市場セグメントごとに，戦略と戦術に焦点を当
てた予算を準備する．経営委員会で集中的に議
論される．

4.　予算の修正と更新 予算期間中の修正はない．
事業ユニットは，変化に対応するために，行動
計画とともに，年 3 回，現場の費用から予算を
立て直す．

5.　プログラムの審議
製品とプロセスに関するプログラムの徹底的なモ
ニタリングを行う．プログラムは，組織横断的に
行われ，企業のすべての階層に影響を与える．

プログラムは，特定の事業会社に委譲された研
究開発に限定される．

6.　評価と報酬
奨励報酬の 2/3 は計画値を超過した利益にもと
づき，残りの 1/3 は個人の目標（通常，定量的）
にもとづいて決定される．

奨励報酬は取り組みの主観的な評価にもとづいて
決定される．MBO 制度が組織全体で行われる．

　出所：Simons, 1990, p. 133.（筆者加筆）

 

MCS

　出所：Simons, 1990, p. 138.（筆者加筆）

図 1　経営戦略と MCS の関係についてのプロセス・モデル
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べき戦略上重要な不確実性を決定する．②すべ
ての大企業は類似した MCS を有するが，トッ
プは，組織の目的を達成する上で重要と考える
戦略上の不確実性を自らモニターするために，
選定した MCS を双方向的なものにする．③
トップはある MCS を双方向的なものにし，他
の MCS の運用を部下に委譲する．トップのこ
の選択は，組織関係者に何をモニターすべきか，
どこで新しいアイデアが提案され検証されるの
かについてシグナルを送る．このシグナルは組
織学習を促す．その結果，④双方向型のマネジ
メント・コントロール・プロセス上の議論や対
話を通じて，新しい戦略や戦術が次第に形成さ
れる17）．
⑶ A 社への理論の適用
　Simons の理論は A 社と B 社の事例に適用さ
れる．A 社は防衛型や低コスト戦略を採用する
ため，戦略上重要な不確実性は低コスト優位を
揺るがす新しい製品技術や特性にあるとトップ
は考える．この戦略上重要な不確実性を管理す
るために，これらに関する情報を収集すること
のできるプログラムの審議を双方向型の MCS
とする．この双方向型の MCS を通じて，戦略
上重要な不確実性について現場からトップに至
る組織全体で審議する．経営管理者は，プログ
ラムの審議を通じてトップが強調したい箇所を
知り，事業のどの側面が長期的な組織の成功要
因であるかのかが分かる．プログラムの各審議
において，情報は組織全体から継続的に収集さ
れ，協議事項が進捗や新しい情報を審議するた
めに設定され，変化やサプライズはすぐにトッ
プに伝えられる．このプログラムの審議を通じ
て促される組織学習は，戦略策定に強い影響を
与える18）．
⑷ B 社への理論の適用
　B 社は探索型や差別化戦略を採用するため，
戦略上重要な不確実性は新製品の導入時期や競
合他社の防衛措置にあるとトップは考える．こ
れに関する情報を収集することのできる予算編
成や奨励報酬などを双方向型の MCS とする．

たとえば，トップは経営環境の変化に対応する
ために，予算編成に継続的に注意を向ける．経
営管理者は，財務的行使のためではなく，変化
する市場に対する戦略を協議するために，ボト
ム・アップの予算編成プロセスを使用する．ま
た，奨励報酬を主観的に決定する方法を採用す
る．このため，経営管理者は，変化する経営環
境の中で個人の貢献をきちんと評価するように
努めなければならない．その報酬設定の取り組
み自体が，評価する者に競争的な経営環境や潜
在的な機会，部下にとって利用できる代替的な
行動の範囲を理解するように求める．この情報
収集のプロセスが，戦略上重要な不確実性や実
行できる新しい戦略，戦術についての組織学習
を生む19）．

3. 3　Simons の研究デザイン
　以上より，Simons の研究デザインには次の
3 つの特徴がある．第 1 に，戦略と会計コント
ロール・システムの動態的な相互作用について
研究を行った．第 2 に，従来，会計コントロー
ル・システムは官僚制組織を促進するものと考
えられていたが，不確実性や革新性と両立しう
るものと考える20）．第 3 に，戦略を戦略プロセ
ス・アプローチと捉え，戦略は実行した組織活
動のパターンと考える．MCS は戦略を支援す
るためのものであり，MCS もこの戦略の定義
に合わせて「経営管理者が組織活動のパターン
を維持または変更するための情報にもとづく
公式的な手続きやシステム」21）と定義する．つ
まり，MCS は戦略を実行するためだけでなく，
戦略を形成するのに果たす役割もあると考え
る．

4．Govindarajan との学説比較

　ここでは，先に取り上げた Simons の学説
に対応する Govindarajan の論文を取り上げ，
Simons の学説と比較する．Govindarajan は，
1985 年の論文でポートフォリオ戦略に対する
奨励報酬システムのあり方，1988 年の論文で

（363）



54 横浜国際社会科学研究　第 16 巻第 3 号（2011 年 9 月）

経営戦略に対する予算システムのあり方につい
て実証研究を行った．そして，1993 年の論文で，
戦略と MCS，業績の関係についての包括的な
理論を構築した．

4. 1　 ポートフォリオ戦略に対する奨励報酬 
システムのあり方

　以下，Govindarajan の 1985 年の論文の仮説
と実証結果について検討する22）．
⑴ 仮　説
　Govindarajan は，従来の研究においてポート
フォリオ戦略を実行する上で奨励報酬システムの
あり方が重要な課題であることを確認した23）．こ
のことから 1985 年の論文では，ポートフォリ
オ戦略を採用する企業に対して，SBU 長の奨
励報酬を短期的な尺度と長期的な尺度のどちら
に依存して決定すべきか，公式的と主観的のど
ちらに依存して決定すべきかについて，次の仮
説を立てて実証的に検証した．
　仮説 1： SBU 長の奨励報酬を長期的な尺度

にもとづいて決定するのは，収穫戦
略を採用する SBU よりも，拡大戦
略を採用する SBU の業績にプラス
の効果をもたらす．

　仮説 2： SBU 長の奨励報酬を短期的な尺度
にもとづいて決定するのは，拡大戦
略を採用する SBU よりも，収穫戦
略を採用する SBU の業績にプラス
の効果をもたらす．

　仮説 3： SBU 長の奨励報酬を主観的に決定す
るのは，収穫戦略を採用する SBUよ
りも，拡大戦略を採用する SBU の業
績にプラスの効果をもたらす24）．

　この仮説は，SBU の戦略や長期的な尺度に
依存する程度，短期的な尺度に依存する程度，
主観的に決定する程度を独立変数として，業
績を従属変数とする回帰分析によって検証さ
れた．フォーチュン掲載の 500 社のうち 8 社を
選定し，これらの企業の 70 人の SBU 長にア
ンケート調査を実施し，58 人の回答が得られ

た（有効回答率 82%）．なお，戦略によって成
功要因が異なるため，業績には多数の基準を戦
略ごとで加重平均をしたものを用いた．戦略類
型には，拡大戦略（build）や維持戦略（hold），
収穫戦略（harvest），撤退戦略（divest）を 用
いた．長期的な尺度には売上成長性や市場シェ
ア，新製品開発，市場開拓，研究開発，人材開
発，政治的や公的な事柄が含まれ，短期的な尺
度にはコスト・コントロールや営業利益，売上
利益，キャッシュ・フロー，投資利益が含まれ
た．上司がこれらの尺度にどれ程依存している
と思うかを回答者に評価させた．公式的な決定
法とは奨励報酬を公式に当てはめて客観的に決
定する方法とされ，主観的な決定法とは奨励報
酬を該当者の上司が総合的かつ主観的に決定す
る方法とされる25）．
⑵ 実証結果と解釈
　仮説 1と仮説 3 は有意に実証されたが，仮説
2 は有意ではないために実証されなかった．その
結果，奨励報酬を決定する上で，長期的な尺度
や主観的な決定法に依存することは，拡大戦略
を採用する SBU にとっては業績にプラスとなる
が，収穫戦略を採用する SBU にとっては業績に
マイナスとなることが分かった．また，短期的な
尺度は，ポートフォリオ戦略の類型によって左右
される変数ではなく，いずれの戦略を採ったとし
ても重視すべきことが分かった26）．
　Govindarajan は，SBU が拡大戦略を採用す
る場合に，SBU 長の奨励報酬を主観的に決定
する方が効果的な理由として，次の 2 つを挙げ
る．第 1 に，拡大戦略を採用する SBU 長は市
場開拓や新製品開発，研究開発，人材育成のよ
うな業務が多く，収穫戦略を採用する SBU 長
の業務とは異なり，数値化できず，業務に対し
て客観的な尺度を使用できない．第 2 に，収穫
戦略を採用する SBU 長よりも拡大戦略を採用
する SBU 長の方が，不確実性の高い環境に直
面することが多く，その様な環境下で戦略を実
行するには，奨励報酬を主観的に決定する必
要がある27）．以上のように，Govindarajan は，
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戦略と奨励報酬システム，業績の関係において
不確実性を重要な媒介変数と考え，またこの実
証結果が得られた理由について戦略実行上の理
由しか挙げない．

4. 2　経営戦略に対する予算システムのあり方
　以下，Govindarajan の 1988 年の論文の仮説
と実証結果について検討する28）．
⑴ 仮　説
　次に，Govindarajan は，1988 年の論文で経
営戦略に対する予算システムのあり方につい
て，次の仮説を立てて実証研究を行った．
　仮説： 差別化戦略 を 採用 す る SBU に とっ

て，業績評価として期間予算の達成を
重視しない方が業績にプラスの効果を
もたらす．これに対して，低コスト戦
略を採用する SBU にとって，期間予
算目標の達成を重視する方が，業績に
プラスの効果をもたらす29）．

　この仮説は，企業や SBU の規模を調整した
後，乗法相互作用項の回帰等式を測定すること
によって検証された．調査はフォーチュン掲載
の 500 社のうち成長および成熟産業を代表する
24 社を選定し，その 145 人の SBU 長を対象と
した．134（93%）の回答を得て，そのうち 121

（83%）の事例を使用することができた．なお，
業績には多数の尺度を SBU ごとで加重平均し
たものを用いた．戦略類型には Porter の戦略
類型（差別化戦略と低コスト戦略）を用いた30）．
差別化戦略（differentiation）とはある産業でユ
ニークだと思われるものをつくり，企業の製品や
サービスを差別化する戦略である．これに対して，
低コスト戦略（overall cost leadership）とはコス
ト面で優位に立つという目的に沿った職能方針を
通じて，ある産業でコスト・リーダーシップを獲
得する戦略である31）． 
⑵ 実証結果と解釈
　先の仮説は有意に実証された．すなわち，差
別化戦略を採用する SBU にとっては，業績評
価として期間予算の達成を重視しない方が業

績にプラスとなり，低コスト戦略を採用する
SBU にとっては重視する方が業績にプラスと
なることが実証された．
　Govindarajan は，この実証結果が得られた
理由を，不確実性を媒介として次のように説明
する．
　① 差別化戦略を採用する方が，低コスト戦略

を採用するよりも不確実性の高い環境をも
たらす．

　② 不確実性の高い環境では，予算目標値を企
業の必達目標とすることや，予算差異を業績
の明示的な尺度とすることは困難になる．

　Govindarajan は，①の差別化戦略を採用す
る方が不確実性の高い環境をもたらす理由とし
て次の 2 つを挙げる．第 1 に，差別化戦略では，
低コスト戦略よりも製品の革新が必要となるこ
とが多く，よって不確実性の高い環境をもたら
す．第 2 に，低コスト戦略では，一般的に規模
の経済性を求めるために製品ラインを狭くす
る．その一方で，差別化戦略では，製品のユニー
クさを求めるために製品ラインを広くする．製
品ラインの広さは環境の複雑性を高めるため，
よって差別化戦略の方が不確実性の高い環境を
もたらす． 
　Govindarajan は，②の不確実性の高い環境下
では業績評価として期間予算の達成を重視する
のが困難な理由として次の 3 つを挙げる．第 1
に，業績評価の基準として妥当な予算目標値を
得るためには，次年度の状況を予測しなければ
ならない．不確実性の高い環境下では，次年度
の状況を正確に予測できない．したがって，経
営管理者は，不確実性の高い環境下で予算目標
値を達成するように強いられると，誤った方法
で動機付けられることがある．第 2 に，予算を
使って経営効率を評価する場合は，経営管理者
の行動と結果に対する詳細な情報，つまり因果
関係の情報が必要となる．しかし，完全な因果
関係の情報は，安定した環境下で得られるもの
であり，不確実性の高い環境下では不完全な情
報しか得られない．第 3 に，予算で重視される
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のはプロセスよりも結果である．経営管理者は，
結果に至る行動と関連する環境ではなく，自ら
の行動を統制しようとする．したがって，不確
実性の高い環境下では，予算情報だけでは経営
管理者の業績を正確に評価できない32）．

4. 3　 戦略と MCS，業績の関係性についての
モデル

　ここまでみたように，Govindarajan は，1985
年の論文ではポートフォリオ戦略に対する奨励報
酬システムのあり方について，1988 年の論文では
経営戦略に対する予算システムのあり方について
別々に取り上げたが，ともに環境の不確実性を媒
介として捉える．そこで，次に取り上げる1993 年
の論文では，戦略と MCS，業績の関係について
不確実性を媒介とする包括的なモデルを構築した

（図 2 参照）33）．このモデルは次の 4 つの論理か
ら成る．
　① 選択された経営戦略は，経営管理者が対処

しなければならない不確実性を決定する．
なお，ポートフォリオ戦略は内部環境の不
確実性を決定し，経営戦略は外部環境の不
確実性を決定する．

　②  MCS は，経営管理者の動機付けや取り組
みに直接的に影響を与える．

　③  MCS は，不確実性に効果的に対処するよ
うに経営管理者を動機付ける．

　④  MCS を戦略に適合することによって，優
れた業績をもたらす34）．

4. 4　Govindarajan の研究デザイン
　Govindarajan の研究デザインは Simons のそ
れとは異なる．第 1 に，1980 年代に管理会計
研究の主流であったコンティンジェンシー研
究の流れを汲むもので，戦略と会計コントロー
ル・システムをとくに重要なコンティンジェン
ト変数と考え，戦略と会計コントロール・シス
テム，業績の静態的な関係について研究を行っ
た．第 2 に，戦略と MCS，業績の関係におい
て不確実性を重要な媒介変数と考え，不確実性
の高い環境下では会計業績尺度を重視すべきで
はないとする従来の管理会計研究の見解を継
承する35）．第 3 に，戦略を戦略内容アプローチ
と捉え，戦略は未来を意図するものと考える．
MCS もこの戦略の定義に合わせて「組織戦略
を実行するために，経営管理者が組織の他の構
成員に影響を及ぼすために使うプロセス」36）と
定義する．つまり，MCS は戦略を実行するた
めのものと考える．
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図 2　戦略と MCS，業績の関係についての適合モデル
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　　　　　　　　　　　　　　出所：Fisher and Govindarajan, 1993, p. 131.（筆者加筆）
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4. 5　Govindarajan と Simons の学説比較
　以上 Govindarajan と Simons の 学説 を 取 り
上げた．戦略と MCS，業績の関係について両
者の見解は異なるが，その理由は彼らの研究デ
ザインの違いにある．
　Govindarajan と Simons は と も に こ の 関係
について不確実性を媒介として捉える．まず
Govindarajan は，不確実性の高い環境をもた
らすような経営戦略（差別化戦略や拡大戦略）
を採用する場合には，業績評価として期間予算
の達成を重視しない方が業績にプラスの効果を
もたらす．その一方で，それ程不確実性の高い
環境をもたらさない経営戦略（低コスト戦略や
収穫戦略）を採用する場合には，業績評価とし
て期間予算の達成を重視する方が業績にプラ
スの効果をもたらすと実証する．Govindarajan
の研究の背景には戦略と MCS を静態的に捉
え，MCS を戦略を実行するためのものとする
考えがある．そして不確実性の高い環境下では，
会計コントロール・システムの数値は信頼でき
ないから，重視しない方が良いとする．
　これに対して 3. 1 の⑵ 実証結果において説
明したように，Simons は，不確実性の高い環
境をもたらすような経営戦略（探索型戦略）を
採用する場合には，厳格な予算目標の設定や実
績のモニター，予測データを重視する方が業績
にプラスの効果をもたらす．その一方で，それ
程不確実性の高い環境をもたらさない経営戦略

（防衛型戦略）を採用し，かつ大規模な企業の
場合には，厳格な予算目標の設定や実績のモニ
ターなど会計コントロール・システムをあまり
重視しない方が業績にプラスの効果をもたらす
と実証する．Simons の研究の背景には，戦略
と MCS を動態的に捉え，MCS を戦略を形成
し実行するためのものとする考えがある．そし
て不確実性の高い環境下では，会計の数値は

「戦略を形成する」ための重要な資料であるか
ら，むしろ重視する方が良いとする．
　また，奨励報酬システムのあり方については
両者の実証結果は一致するが，両者の見解は

異なる．不確実性の高い環境をもたらすよう
な経営戦略を採用する場合には，奨励報酬を主
観的に決定する方が業績にプラスの効果をもた
らし，それ程不確実性の高い環境をもたらさな
い経営戦略を採用する場合には，客観的に決定
する方が業績にプラスの効果をもたらすと両者
は実証する．しかし，この理由については両者
の見解は異なる．Govindarajan は，不確実性
の高い環境下で奨励報酬を主観的に決定するの
は，客観的に決定するのは難しいからとする戦
略実行上の理由しか挙げていない．これに対し
て，Simons は，この戦略実行上の理由に加え
て，奨励報酬を主観的に評価することで組織学
習を促すとする「戦略形成」上の理由も挙げる．

5．Simons の思考の背景―時代背景―

　Simons の研究デザインは，どのような時代
背景のもとで構築されたのであろうか．ここま
でみたように，Simons は 1987 年の論文で計量
経済学的な実証研究を行い，1990 年の論文で
事例研究を行って理論を構築した．したがって，
Simons の理論は 1990 年前後に構築されたもの
と考える．ここでは，Simons の思考形成に影
響を与えたと考えられる 1980 年代から 90 年代
の時代背景を 3 つ取り上げる．この 3 つの時代
背景が Simons に最も影響を与え，MCS の戦
略形成に果たす役割を見出したと考える．

5. 1　経済体制の対立
　冷戦体制下では，市場経済と計画経済という
2 つの経済システムが，世界をほぼ 2 分する形
で成立した．一方は，自由主義圏と呼ばれ，市
場の機能を何よりも重視する経済システムを
とった．もう一方の共産圏では，政府が経済活
動をコントロールした．これらの両経済間では，
戦争やイデオロギー，科学の対立が幾度となく
行われた．その 1 つに，1920 年以降の Mises
や Hayek，Robbins を中心とした経済計算論争
があった．彼らは，計画経済における合理的な
経済計算は不可能であり，計画経済は市場経済
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に比べて経済水準が著しく劣ると予測した．こ
のことを限定合理性の観点から証明したのが学
際的な社会科学者の Herbert A. Simon であっ
た．Simon は，行為者の情報処理能力には限界
があることを証明し，これによって計画経済の
要である合理的な経済計算は不可能であること
を裏付けた．つまり，行為者の情報処理能力に
は限界があるので，経済に関する意思決定は一
部の行政組織が行うよりも，市場の参加者が全
員で行う仕組みにした方が有効であると証明し
た37）．実際に，1991 年にソビエト連邦社会主
義共和国は解体され，社会主義体制は崩壊した．
　Simon の理論は，近代経済学に貢献しただ
けでなく，戦略論や管理会計論にも影響を与え
た．Mintzberg は，Simon の影響を受けて創
発戦略（emergent strategy）という概念を構
築した．そして，Simons は，Mintzberg の創
発戦略の概念に影響を受けて，MCS を，戦略
を実行するためのシステムから，戦略を形成
し実行するためのシステムへと展開した．ま
た，組織は戦略を形成するために戦略上重要な
不確実性に注目しなければならないが，Simon
は組織が注目できる範囲には制約があると指
摘した38）．そこで，Simons は，組織の注目を
効率よく活かせるように，MCS を組織の注
目を向ける双方向型のコントロール・システ
ム（interactive control systems）と 例外管理
を主体とする診断型のコントロール・システ
ム（diagnostic control systems）に分類した39）．
つまり，Simons は，Simon の限定合理性の理
論と Mintzberg の創発戦略の概念に影響を受
けて，多くの従業員を戦略形成に参画させる
MCS の役割を明らかにした．いずれにしても
冷戦体制下で経済体制の対立があり，そこに学
者の関心が集まったのは事実である．そこから
市場経済を擁護する理論が構築され，その理論
が管理会計論にも影響を与えたと考える．

5. 2　経営環境の変化
　1990 年代に経営環境は劇的に変化し，MCS

の定義を改める時機がきた．従来，MCS は，戦
略を実行するためのシステムと考えられ，戦略
的計画設定（strategic planning）や 業務統制

（operational control）とは区別されていた40）．し
かし，Otley によれば，1990 年代には，MCS
の定義を改めなくてはならない，いくつかの経
営環境の変化が起こった41）．筆者は，そのうち
の 3 つの経営環境の変化を取り上げる．
　第 1 に，経営環境における不確実性の高まり
がある．現代は，経営環境の変化が速いだけで
なく，人口の増加ならびに技術や社会，政治，
倫理的な変化が世界規模で起きるため，将来の
予測を困難にする．従来の MCS は予測モデル
からなるので，このような変化には耐えられな
い．そこで，企業は，既存の業務を効率的に保
つことよりも，業務を新しい環境に適応させる
ように努める必要がある．組織変化のプロセス
を企業の正規の業務慣行に組み込み，そのプロ
セスに多くの従業員を積極的に参画させる必要
がある．したがって，今後，MCS には組織変
化のプロセスを支援する役割が求められる． 
　第 2 に，組織規模の縮小化がある．過去 10
年間に事業ユニットの規模（従業員数）は縮小
する傾向にあった．そうなるとミドルの経営管
理者の人員は削減され，彼らの責任範囲は拡大
される．従来は，戦略計画設定とマネジメント・
コントロール，業務統制の機能は分離されてい
たが，これらを統合する必要性が生じた．
　第 3 に，製造活動の衰退がある．先進国は人
件費が高いため，我々が先進国企業の製造活動
に期待するのは，製品に高度な技術を求める場
合にしかない．先進国の企業は，比較的に高度
な製品やサービスを採り入れなくてはならな
い．そのため，新しい MCS には知識労働者を
コントロールすることが求められ，重要な資源
は時間であり，重要なアウト・プットは顧客に
対する革新性や反応性となる42）．
　いずれの経営環境の変化も Simons の思考形
成に影響を与えたと考える．これらの経営環境
の変化はすべて，戦略形成の支援を MCS の新
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たな役割として求める．また，第 2 の経営環境
の変化は，事業規模によってコントロールのあ
り方が異なることも示唆する．

5. 3　戦略論の変遷
　1980 年代に戦略論の焦点が大きく転換した．
組織は環境を所与として行動するものとされて
いたが，その枠組は，組織は自らの環境を創造
すべく行動するものへと展開した．従来，組
織はそれを取り巻く諸条件に対して，結果を
予測して対応するだけで，市場その他の環境の
性格に合うように組織の目的や体制を順応させ
ると考えられていた．そのため，研究者は，組
織の行動を形作るそれらの環境要因を見つけよ
うとした43）．このような研究は，戦略と環境を
静態的に捉えるので戦略内容アプローチと呼ば
れ，戦略論では Ansoff や Andrews に始まり，
Porter によって集大成された44）．
　これに対して，1980 年頃から戦略プロセス・
アプローチが用いられるようになった．戦略プ
ロセス・アプローチでは，組織は自らの環境を
創造できると考え，企業と環境の相互作用なら
びに企業内の動態的な相互作用の結果として生
じてくる整合性を持ったパターンとして戦略を
捉えた．このような研究は，Miles and Snow
や Mintzberg に始まり，Burgelman によって
展開された45）．
　Simons は，Miles and Snow や Mintzberg, 
Burgelman の影響を強く受け，戦略と MCS が
相互に作用するプロセスについて研究し，戦略
プロセス・アプローチを採る．また，1990 年
代には，戦略論の中心的なテーマが戦略的革新
に移った46）．戦略的革新をどうコントロールす
るのかは Simons の研究テーマであり，戦略論
の変遷と Simons の研究の時期は一致する．し
たがって，戦略論の変遷は Simons の思考形成
に影響を与えたと言える．

6．Simons の思考の背景―影響を与えた学説―

　ここまでみたように，Simons の研究デザイ

ンは戦略論や組織論の影響を受けて構築され
た．ここでは，戦略論や組織論の学説がいかに
Simons の思考形成に影響を与え，Simons が管
理会計論の立場からいかに独自の理論を構築し
たのかを具体的に検討する．以下，Simons に
強く影響を与えたと考える文献を取り上げ，戦
略類型（6. 1），創発戦略（6. 2），戦略プロセス・
モデル（6. 3），MCS の新たな役割（6. 4）の見
地から検討する．

6. 1　戦略類型― Miles and Snow ―
　Simons は，1987 年と 1990 年の論文におい
て Miles and Snow の戦略類型を用いた．ここ
では，Miles and Snow の戦略類型と理論につ
いて検討し，Simons の見解との相違を明らか
にする47）．
⑴ Miles and Snow の戦略類型と理論
　戦略論では，組織は所与の環境に合わせて
戦略を決めると考えられていたが，Miles and 
Snow は，組織は自らの環境を創造すべく行動
すると考えた．そして，組織が環境に適応する
パターンを実際に観察し，トップの戦略選択に
焦点を当てた適応サイクルの動態モデルに表し
た（図 3 参照）．この適応サイクルには，特筆
すべき 3 つの特徴がある．第 1 に，適応サイク
ル は 企業者的問題 と 技術者的問題，管理的問
題，すなわち事業領域の選択と生産・流通シ
ステム，管理システムに関する意思決定から成
り，これらは整合させなくてはならない．した
がって，管理システムの 1 つであるコントロー
ル・システムも戦略に適合させなくてはならな
い48）．第 2 に，管理システムには，既存のシス
テムを合理化するだけでなく，組織の革新的な
発展を促すようなプロセスを構築し実行するこ
とも含まれる49）．第 3 に，Miles and Snow は
この適応サイクルのパターンを一様とはせず，
組織が市場や製品を変化させる程度に応じて，
防衛型と探索型，分析型，受身型の 4 つの戦略
類型に分類した．なお，Simons はこのうち防
衛型と探索型の 2 つの戦略類型だけを研究対象
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とし，防衛型と探索型の折衷型にすぎない分析
型と環境不適応のパターンとされる受身型は対
象外とした．このように，Miles and Snow は，
これらの戦略類型を用いることで，戦略と機構，
プロセスの関係を規定し，組織と環境の動態的
な相互作用を描写した50）．
　Simons は，様々な 戦略類型 の 中 で も Miles 
and Snow の戦略類型を選んだ理由を 2 つ挙げ
る．第 1 に，彼らの戦略類型はその特徴を詳し
く描写，他者の戦略類型を包括し，コントロー
ル・システムを戦略に適合すべきとする．第 2
に，彼らの戦略類型の特徴が後の実証研究で検
証されるからである51）．Simons は，コントロー
ル・システムを戦略に適合すべきことについて
は Miles and Snow の見解を継承するが，いか
に一致させるべきかについては独自の理論を構
築した．
⑵  Miles and Snow の会計コントロール・シス

テムの属性についての見解
　Miles and Snow は，会計コントロール・シ
ステムの属性について，当然に製品・市場領域
の選択や生産・技術システム，他の管理システ
ムに適合すべきと考える．

　まず，防衛型は狭い製品・市場領域に絞る組
織であり，既存業務の効率改善に組織の注意を
向けることから，管理システムもこれに対応し
たものになる．計画は，集中的かつ問題解決的
であり，組織の行為に先立って立てられる．計
画の主な手順は，生産量とコスト目標を設定し，
それから業務目標や予算を立てる．また，コン
トロール・システムの目的は，計画からの乖離
の防止と是正にある．業績評価は，効果性より
も効率性を重視し，製品単位当たりの標準量や
標準原価にもとづいて行われる．奨励報酬は，
原価や生産管理を重視して決定される52）．以上
から，Miles and Snow は，防衛型は効率性を
追求するため，会計コントロール・システムと
してはコスト・コントロールをとくに重視する
ものと考える．統制のために業績をモニターし，
奨励報酬は原価目標の達成度合いにもとづいて
決定し，MCS はあまり変更しない．
　これに対して，探索型は市場機会をほぼ継続
的に探す組織であることから，管理システムも
柔軟なものになる．計画は広範かつ問題発見的
であり，試験的な行動からのフィード・バック
に依って立てられる．詳細な計画を立てる前
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図 3　適応サイクル

　出所：Miles and Snow, 1978, p. 24.
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に，新しい問題や機会に着手し，まず多くの潜
在的な機会を評価し，最も見込みのある領域
に試験的な行動を取る．この後にはじめて，よ
り詳細な業務計画を立て，柔軟に対応できるよ
うに，機構はあまり公式化しない．コントロー
ル・システムは，効果性を高める行動を促すよ
うに，結果指向とされる．すなわち，効率性の
ようなインプットの尺度よりも，売上のような
アウト・プットの尺度が重視される．下位ユ
ニットの相互依存を管理するために，複雑で高
価な調整形態を必要とする．業績評価は，効果
性の観点から，競合他社との比較によって行わ
れる．たとえば，業績は製品市場の革新性で産
業のリーダーシップを維持するといった観点か
ら評価される．奨励報酬は，効果性を重視して
決定される53）．以上から，Miles and Snow は，
探索型は効果性を重視しかつ不確実性の高い環
境下におかれることから，会計コントロール・
システムを重視せず，コスト・コントロールも
重視しない．結果指向なため，業績のモニター
は重視する．
⑶ Miles and Snow と Simons の見解の比較
　Simons の研究は，Miles and Snow の会計コ
ントロール・システムの属性に関する研究を実
証したものであるが，彼らの見解と異なる点も
ある．
　まず防衛型では，奨励報酬のあり方につい
て，Miles and Snow は原価や生産管理を重視
して決定すると言及し，Simons は具体的に予
算目標の達成度合いにもとづいて公式的に決定
すると実証し，両者の見解は一致する．また，
防衛型では環境が安定しているため，会計コン
トロール・システムをあまり変更しないとする
見解も一致する．しかし，Miles and Snow は，
防衛型は効率性を重視するのでコスト・コント
ロールをとくに重視すると考えるが，Simons
は，防衛型とコスト・コントロールの関係性に
ついてはあまり大きな正の相関関係が得られな
いだけでなく，大規模な企業の場合には負の相
関関係があると実証する．

　また探索型については，両者は，結果指向の
ため実績のモニターを重視し，問題発見的なの
で予測データを重視すること，効率性よりも効
果性を重視するためコスト・コントロールを重
視しないこと，MCS を必要に応じて変更する
ことでは見解が一致する．しかし，Miles and 
Snow は，探索型で会計コントロール・システ
ムが重視されることを認識していない．試験的
な行動にとって必要な修正を認識するために，
データは必要と考えるが，それは会計情報より
も定性的や非財務的な情報と考える．これに対
して，Simons は，探索型では戦略形成のため
の協議資料として厳格な予算目標の設定や統制
報告書の頻繁な報告が重視されるとし，会計コ
ントロール・システムの必要性を主張する．
　以上より，戦略と MCS を動態的に捉え，コ
ントロール・システムを戦略に適合すべきと
する考えをはじめ，Simons は Miles and Snow
の影響を強く受けていることが分かる．さらに，
会計コントロール・システムの属性について，
管理会計論の立場から Miles and Snow よりも
精緻な研究を行ったと言える．

6. 2　創発戦略 ― Mintzberg ―
　従来，MCS はトップによって策定された戦
略を実行するためだけのものとされていたが，
Mintzberg は戦略がミドル以下からも次第に
形成されることを明らかにした．Simons は，
この Mintzberg の戦略の定義に影響を受けて，
MCS を戦略を形成し実行するためのものとし
た54）．ここでは，Mintzberg の創発戦略の概念
を検討する．
　Mintzberg は，Simon の 影響 を 受 け て，従
来の戦略の定義を覆した．従来，戦略は未来を
意図するものとされていたが，Simon は戦略
について行動を決める一連の意思決定，つまり
過去に行われた行為と定義した55）．Mintzberg
は，この Simon の定義に影響を受けて，食料
品店や女性下着メーカー，雑誌出版社，新聞社，
航空会社，自動車会社，鉱業会社，大学，建築
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会社，国営映画配給会社，対外戦争中の政府を
含む 11 の組織ならびに多数の小規模な組織の
戦略形成プロセスについて，1971 年から 10 年
以上にわたって徹底的な調査を行った56）．その
結果，戦略はトップが事前に計画する意図的戦
略（deliberate strategy）だけではなく，現場
の状況に合わせて徐々に形成される創発戦略か
らも成ることが分かった．つまり，実際の戦略
はこの意図的戦略と創発戦略の組み合わせから
成るとする．
　Mintzberg は，創発戦略の概念の意義を次
のように説明する．すなわち，意図的戦略の概
念は指示やコントロールに焦点があり，望まれ
ることを成し遂げることにあるが，創発戦略の
概念は「戦略的学習」の概念を広げることにあ
る．戦略を従来なされていたように意図された
ものと定義すると，戦略的学習の概念は事実上
排除される．一度意図が設けられると，関心は
戦略を実現することに向けられ，戦略を環境に
適応させることには向けられない．つまり，外
部環境からのメッセージは遮断されることにな
る．Mintzberg は，創発戦略の概念を新たに加
えることによって，戦略プロセスに組織学習の

概念を取り入れることができるようになるとす
る57）．

6. 3　戦略プロセス・モデル― Burgelman ―
　Mintzberg は意図的戦略と創発戦略という概
念を構築したが，創発戦略がいかに形成される
のか，その具体的なプロセスをモデル化した
のは Burgelman である．Burgelman は，企業
内 ベ ン チャー（internal corporate venturing; 
ICV）の プ ロ セ ス 研究 な ら び に Chandler と
Bower の先行研究のレビューにもとづいて，
新しい戦略プロセス・モデルを構築した（図 4
参照）58）．このモデルでは，大規模かつ複雑な
企業では，誘発的な戦略行動と自律的な戦略行
動の 2 つの戦略行動ならびに，構造コンテクス
トの決定と戦略コンテクストの決定の 2 つの選
択的プロセスを明らかにする．
　まず，誘発的な戦略行動とは，現在の戦略概
念が定める環境の中で機会を認識する戦略行動
にある．たとえば，既存事業の新製品開発プロ
ジェクトや既存製品の市場開拓プロジェクト，既
存事業への資本投資プロジェクトなどがこれに該
当する．誘発的な戦略行動は，現在の構造コン
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図 4　戦略行動と企業コンテクスト，戦略概念の相互作用モデル

　　　　　　　　　　出所：Burgelman, 1983, p. 65.
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テクストによって形成され，その可否は既存の業
績評価システムから判断される．この戦略行動は
Bower によって研究され，プロセス・モデルの中
で Burgelman によって再定義された．
　これに対して，Burgelman は，ICV 研究か
ら自律的な戦略行動という新たな概念を認識し
た．この戦略行動は，機会の定義に新しいカテ
ゴリーをもたらす．起業家精神に溢れる従業員
が，製品や市場レベルの新しい事業機会を考え
出す．そして，この新しい機会に企業資源を動
員できるように，プロジェクトを促進する取り
組みに従事し，その更なる発展のために戦略を
促進する取り組みを行う．ミドルの経営管理者
は，新しい事業活動の領域のために幅広い戦略
を策定しようと試み，それを支持してもらえる
ようにトップを説得する．そこでは企業環境を
再定義し，戦略を新たにするための説明がなさ
れる．したがって，自律的な戦略行動は企業戦
略の変化に先立つもので，急進的な創発戦略を
生む．
　また，戦略行動が生ずる企業コンテクストも 2
つに区別される．まず構造コンテクストは，トッ
プが組織の戦略実行者の関心を変化させるため
に操作する様 な々管理機構を示す包括概念にあ
る．構造コンテクストの決定は，戦略的な提案
の生成プロセスを現在の戦略の概念に一致させ
るために，トップが管理配置の選択的な影響を
微調整する取り組みである．このコンテクストは
Chandler によって研究され，プロセス・モデルの
中で Burgelman によって再定義された．
　これに対して，Burgelman は，ICV 研究か
ら戦略コンテクストという新たな概念を認識し
た．このコンテクストは，ミドルの経営管理
者が製品や市場レベルの自律的な戦略行動を
企業戦略の概念に繋げるための取り組みを反映
する．そのためには，これらの自律的な戦略構
想を理解し，新しい事業が展開する領域のため
に実行可能で，魅力的な戦略を策定しなければ
ならない．その上，彼らは，戦略的構想を受け
入れられるように戦略の概念を修正することに

よって，トップがこれらの成功した構想を遡っ
て正当化できるように説得する政治的な活動に
従事しなければならない．このコンテクストは
戦略が自律的な戦略行動に従うという命題を強
調し，自律的な戦略行動の企業戦略への展開を
示す59）．
　以上のように，Burgelman は，この戦略プ
ロセス・モデルを通じて，ミドルの経営管理者
の戦略行動をコントロールするコンテクストを
トップがいかに構築するのかを明らかにした．
Marginson によると，戦略行動はどのアイデ
アを追求し放棄すべきか，どのプロジェクトを
支持すべきか，プロジェクトにどんな修正を加
えるべきか，アイデアを継続すべきかといっ
た一連の戦略的な意思決定を伴い，そこでは
MCS が大いに役割を果たす．しかし，戦略論
者である Burgelman は MCS と戦略プロセス
の関係までは示さなかった．そこで，Simons
は，Burgelman の戦略プロセス・モデルにも
とづいて MCS と戦略行動，戦略の関係を示し
た．Simons は MCS を 4 つに分類することに
よって，MCS が戦略行動，延いては戦略に果
たす役割を明らかにした60）．

6. 4　 MCS の 新 た な 役割― Khandwalla と
Miller and Friesen ―

　Khandwalla と Miller and Friesen は， 組織
論の立場から，戦略と MCS の関係について計量
経済学的な実証研究を行った61）．従来，MCS は
官僚制組織に特有なもの，すなわち不確実性や
革新性と両立しないものと考えられていた62）．し
かし，Khandawalla は，不確実性に直面する企
業が MCS に大いに依存すると実証し，Miller 
and Friesen は，戦略によっては MCS が革新性
をもたらすと実証した．彼らの研究は従来の見解
を否定するものであり，MCS の新たな役割を示
唆し，Simons の研究に大いに影響を与えた．
⑴ Khandwalla の仮説
　Khandwalla は， 競争性（広義 の 戦略） と
MCS の関係について，最初の計量経済学的な
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実証研究を行ったものとして高く評価される63）．
Khandwalla は，競争はコントロールの利用を
高めると予想した．そして，競争が激しくなる
ほど，コストをコントロールする必要性，なら
びに製造やマーケティング，財務などが予定に
沿って行われているかどうかを評価する必要性
が高まるという仮説を立てた．
　調査は，米国の製造業 92 社のトップを対象に
して行われた．競争の属性には，産業の価格競
争性とマーケティング競争性，製品競争性を用い
た．また，MCS の属性には，⑴ 標準原価とその
原価差異分析，ならびに⑵ 「自製か購入か」の限
界・増分原価計算や価格意思決定，⑶ 変動予算
管理，⑷ 内部監査，⑸ 外部監査 による業績評
価や業務監査，⑹ 投資評価の内部利益率や現在
価値の利用，⑺ 製造の統計的品質管理，⑻ OR
技法による在庫管理や生産計画設定，⑼ 経営者
や上級スタッフの体系的な評価に依存する程度を
用いた．競争性の属性と MCS の属性は，ともに
回答者の主観によって評価された64）．
⑵ Khandwalla の実証結果と理論
　全体の競争指数は，全体のコントロールの
利用指数と有意な正の相関関係にあった．ま
た，全体の競争指数は，各コントロールの利用
指数とすべてが有意ではないが，どれも正の相
関関係にあった．したがって，競争は会計や財
務，生産，その他のコントロールの利用を高め
ることが実証された．この実証結果について，
Khandwalla は，競争が激しくなるにつれて，
これらのコントロールを利用することによる利
益が，コントロールを導入するコストを上回る
ためと説明する．
　また，競争の属性の中でも，製品競争が最も
コントロールの利用を必要とすることが実証さ
れた．この実証結果について，Khandwalla は
次のように説明する．製品競争は，高度に複雑
な組織形態をもたらす．製品競争を行う企業は，
研究開発を必要とし，新製品は市場調査を必要
とする．そして，新しい市場や市場セグメント
を常に探し求めなくてはならない．これは，当

然に分権化し，分化した技術者指向の組織をも
たらす．このため，これらの組織では統合や調
整を行う必要があり，「組織を統合するための
装置」として，コントロールを必要とする65）．
⑶ Miller and Friesen の仮説
　Miller and Friesen は，環境や情報処理，構造，
意思決定の変数と製品革新性の関係について実
証研究を行った．Miller and Friesen は，これ
らの変数が製品革新性に与える影響は，起業家
的企業（entrepreneurial firms）と 保守的企業

（conservative firms）で は 有意 か つ 体系的 に
異なると仮定した66）．なお，Simons の研究は，
管理会計論の立場から，これらの変数の中でも
情報処理変数（調査とコントロール）を対象と
するため，ここでは情報処理変数について取り
上げる．
　起業家的企業は Miles and Snow の探索型に
該当し，製品市場戦略で相当なリスクを取りなが
ら，大胆かつ定期的に革新しようとする．また，
革新性はそれ自体良いものとされ，戦略にとって
欠かせないものと考える．そのため革新性を抑え
るような行為（コントロール）がなければ，企業
は革新性を相当に重視する67）．したがって，起業
家的企業では，情報処理変数は革新性の超過を
抑える必要性を示し，情報処理変数は革新性と
負の相関関係にあると仮定される．
　こ れ に 対 し て， 保守的企業 は Miles and 
Snow の受身型に該当し，革新は自然には生じ
ず，挑戦や脅威によって促されてはじめて生じ
るものとされる．そのため，革新性には，保守
的な経営者に変化の必要性を気付かせるような
効果的な情報処理システムを必要とする68）．し
たがって，保守的企業では，情報処理変数は革
新の必要性を示し，情報処理変数は革新性と正
の相関関係にあると仮定される．
⑷ Miller and Friesen の実証結果と理論
　先の仮説は有意に実証された．すなわち，保
守的企業と起業家的企業のサンプル間では，情
報処理変数が革新性に相反する影響を与えるこ
とが実証された．保守的企業では，情報処理変
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数の 1 つである調査（scanning）は，革新性を
高める役割を果たす．環境から情報を収集する
試みは，経営者に自社の製品ラインの不利な点
や競合他社の製品ラインの優勢を気付かせる．
また，調査は顧客のニーズや購買パターンの変
化についても指摘する．つまり，調査は，経営
者に革新の必要性を指し示し，製品や製品ライ
ンを変更する時機を経営者に伝える．
　これに対して起業家的企業では，調査は革新
性を抑える役割を果たす．これは，非常に革新
的でリスク選好的な経営幹部を抑制するような
情報によってもたらされる．調査は，競合他社
が多数の新製品を導入することなしに成功したこ
とや，長期生産や製品標準化，「持続の経済性」

（economies of stability）の利点を活かしてコス
ト低減をしたことを明らかにする．市場調査は，
顧客は確立したブランドを好み，多様性や新しさ
よりも価格や品質といった要因に関心があること
を示す．そのような情報は，不必要に高価な製品
の革新性を抑えることに繋がる．
　もう 1 つの情報処理変数である組織コント
ロールの利用と革新性の関係を調査すると，同
じような結果が生じるが，この関係性は調査と
革新性の関係よりも強い．コントロールは，弁
明や正当化するのをより困難にする具体的な財
務情報を示し，また起業家的な経営幹部に多く
の資金が革新に投じられ，ほんの少しのリター
ンしか手に入らなかったことを示す．それは，
あまりにも多くの製品ラインやその変更のため
に，留保資金が激減し，生産性や効率性が落ち，
廃棄率が高まったことを示す．これに対して保
守的企業では，コントロールから得られる情報
は市場シェアの大幅な下落や旧製品の売り上げ
の劇的な縮小，陳腐化した製品，収益性の低下
を明らかにする69）．

6. 5　Simons の学説に与えた影響
　先に述べたように，Govindarajan は，従来
の管理会計研究の領域の中で，戦略と会計コン
トロール・システム，業績の静態的な関係につ

いて研究し，MCS は戦略を実行するためのも
のであり，会計コントロール・システムは不確
実性をもたらすような経営戦略と両立しえない
ものであることを実証した．
　こ れ に 対 し て Simons は，従来 の 管理会計
研究の領域を越え，戦略論や組織論の学説に
影響を受けた．Miles and Snow が組織と環境
の動態的な相互作用について研究したのを受
けて，Simons は戦略と会計コントロール・シ
ステムの動態的な関係について研究した．従
来，戦略はトップが立てる未来のものとされ，
MCS は戦略を実行するためのものと考えられ
ていた．しかし，Mintzberg が戦略はミドル
以下から徐々に形成されることを明らかにし，
Burgelman が戦略形成プロセスを明らかにし
たことで，Simons は MCS が戦略形成に果た
す役割を模索した．当時会計コントロール・シ
ステムには保守的な役割しか期待されていな
かった が，Khandwalla や Miller and Friesen
が MCS，とくに会計コントロール・システム
が不確実性や革新性と両立しうると実証したこ
とによって，Simons は会計コントロール・シ
ステムの戦略形成に果たす役割を探究するに
至った．

7．結　び

　本稿では，Simons と Govindarajan の学説比
較を Simons の思考形成の過程に遡って検討し
た．両者の決定的な違いは彼らの研究デザイン
にある．Govindarajan は管理会計研究の領域
の中で理論を構築し，Simons は戦略論と組織
論の影響を大いに受けながら管理会計論の立場
から独自の理論を構築した．会計コントロー
ル・システムについて，Simons は不確実性の
高い環境や革新性と両立しうるものと考える
が，Govindarajan は不確実性の高い環境下で
はそれを重視すべきではないとする従来の管理
会計研究の見解を継承する．つまり，不確実性
の高い環境をもたらすような経営戦略を採用す
る場合に，会計コントロール・システムを重視
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すべきかどうかで両者の見解は分かれる．そし
て Simons は，戦略を戦略プロセス・アプロー
チと捉え，MCS を戦略実行のためにあるだけ
でなく，戦略形成に果たす役割もあると考える
が，Govindarajan は戦略を戦略内容アプロー
チと捉え，MCS を戦略を実行するためのもの
と考える．
　従来の管理会計研究では会計コントロール・
システムは官僚制組織を促進するものと考えら
れていた．しかし，戦略論や組織論では早くか
ら戦略形成と管理システムの関係に関心があ
り，MCS の新たな役割を示唆した．Simons は，
この戦略論や組織論の影響を受けて，具体的に
会計コントロール・システムが戦略形成に果た
す役割を明らかにした．
　筆者も Simons の立場を支持する．現代はよ
り不確実性の高い環境下におかれる企業が多
く，今後企業は経営環境の変化に応じて迅速に
戦略を形成する必要がある．事実，現在躍進す
る企業には革新的な企業が目立つ．そのために
は，戦略を形成するプロセスに多くの従業員を
参画させ，組織学習を促し，学んだことを次の
戦略に迅速に転換していく必要がある．会計コ
ントロール・システムにはそれを支援する役割
が期待される．
　今後の研究課題として，大企業の多くは官僚
制組織であり，既存の戦略や製品に縛られやす
い．現代の革新的な大企業では，新しい戦略や
革新的な製品を生み出すために会計コントロー
ル・システムがいかに機能しているのかを研究
したい．
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